
地方公共団体情報システム機構の
事業活動について

令和６年５月30日（木）
関西情報化維新協議会 第19回総会 講演

地方公共団体情報システム機構
副理事長 菅原泰治



マイナンバーカード等の発行及びマイナンバーカード管理システムの運営等

住民基本台帳ネットワークシステムの運営（システムの運用・監視・開発・改善、本人確認情報の提供） 等

公的個人認証サービスの運営（税の電子確定申告などで使用される電子証明書の発行、失効情報の作成・提供等）

総合行政ネットワークの運営（ネットワーク監視、電子メール・共通認証等サービスの提供等）

マイナンバー制度の情報連携に係る自治体中間サーバー・プラットフォームの運営等

住民票の写しのコンビニ交付など地方公共団体が共通に利用できる情報システムの研究開発等

地方公共団体職員を対象とした研修（自治体DX、情報セキュリティ、デジタル人材育成、資格取得支援等）の実施

基金を活用し、地方公共団体が行う、業務システムの標準化・共通化に向けた環境整備等を支援

地方公共団体の情報化に係る情報提供（アドバイザー派遣等）、情報セキュリティ対策支援 等

（２） 住民基本台帳ネットワークシステムの運営

（３） 公的個人認証サービス（オンラインでの行政手続き等における本人確認のための公的サービス）の運営

（１） マイナンバーカード等の発行

（４） 総合行政ネットワーク（LGWAN ： 地方公共団体を相互に接続する情報通信ネットワーク）の運営

（６） 研究開発・調査研究の実施

（７） 教育研修の実施

（９） その他の支援

（５） 自治体中間サーバー・プラットフォームの運営

（８） デジタル基盤改革に対する支援
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J-LISの事業概要
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マイナンバーカードの交付申請受付状況（令和6年3月31日時点）



累計数 １日当たり平均
（５月20日～５月26日）

１日当たり平均
（４月の１か月間）

申請受付数 １１２,６６６,２７７ １５，３３９ １４，７０３

交付枚数 ９９,４５９,５０６ １５，７６５ １４，７５９

【令和６年５月26日（日）時点】

（１日当たり平均は、土日祝日を含む）

交付率 約７９．３％ （交付枚数 ／ 令和５年１月１日時点の住基人口１２５，４１６，８７７人）

保有枚数 ９２，５３０，９００ （現に保有されているマイナンバーカードの枚数（交付枚数から死亡や有効期限切れ

などにより、廃止されたカードの枚数を除外）

【参考（令和６年５月26日時点）】

保有率 約７３．８％ （保有枚数 ／ 令和５年１月１日時点の住基人口１２５，４１６，８７７人）
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マイナンバーカードの申請・交付状況



マイナンバー情報総点検①

住基ネットの利用において、利用団体は、住基法別表記載の事務の処理のため、住基ネットを照会し、対象住民の本人確
認情報を取得しているが、対象住民の個人番号（マイナンバー）が不明な場合は、４情報（氏名、性別、生年月日、住所）
を入力して、照会し、マイナンバー及び本人確認情報を取得している。
なお、４情報による照会では、従来、氏名（漢字、又は、かな）及び他の３情報（性別、生年月日、住所）のいずれかの

最低２条件以上を指定することにより照会が可能であり、照会結果が複数名の場合は、その中から、利用団体側が対象住民
を選択し、マイナンバー及び本人確認情報を取得する仕組みであった。
このため、同姓同名者や同じ家族内で対象住民を取り違える等、別人のマイナンバーを取得してしまう可能性があり、マ

イナンバーの紐付け誤りが発生した。
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（１）マイナンバーの紐付け誤りとは

（２）これまで把握されている個人情報とマイナンバーの紐付けの誤りの原因（例）
国のマイナンバー情報総点検本部では、実際に以下のような事例が健康保険証や一部共済組合の年金事務、障害者手帳情

報等であったことを把握している。

事例１）

紐付け実施機関が住基ネットの利用（J-LIS 照会）等により、対象者のマイナンバーを取得する際に住所を含まないカナ
氏名及び生年月日のみを用いて照会を行い、マイナンバーを取得していた。
事例２）
住基ネットの利用（J-LIS 照会）等により同姓同名の情報が出力された場合、カナ氏名及び生年月日に加え、氏名、住所

情報等を活用してマイナンバーを特定する必要があるが、十分な確認が行われないまま、個人情報にマイナンバーが紐付け
られていた。

イメージ

被保険者(会社） 保険者 支払基金 J-LIS

本人確認端末

業務システム

情報提供サーバ

業務システム

全国サーバ
①異動の届出

②マイナンバーが提
出されていない場合、
本人確認情報を照
会して確認

③作業ミスや確認ミスで
別人のマイナンバーを紐
付け（誤りが発生）

④紐付けの
誤ったデータが
連携

(bbb)

α＝A（bbb)

A B ・・・4情報
(aaa) (bbb) ・・・個人番号
α β ・・・健康保険証

A（のみ）
Aの一部や
誤った情報

A（aaa) α＝A（bbb)

凡例
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マイナンバー情報総点検②

紐付け誤りへの対策として、マイナンバーと健康保険証の紐付け情報を全件確認することとなった。

医療保険者(健康保険組合等）におけるマイナンバーと保険証情報の紐づけ確認のため、取り纏めをおこなって
いる社会保険診療報酬支払基金（以下、「支払基金」という。）からの照会に対し、住基全国サーバに保存されて
いる本人確認情報（４情報（氏名、性別、生年月日、住所）、マイナンバー）の提供を行った。

被保険者(会社） 保険者 支払基金 J-LIS

本人確認端末

業務システム

情報提供サーバ

業務システム

全国サーバ

①紐付け確認の対象とする被保
険者について、本人確認情報の
照会を実施

②提供を受けた本
人確認情報と被保
険者のデータを照合

③紐付け誤りが疑われ
る被保険者のデータを
保険者に通知

④紐付けを調査
し、被保険者の
データを修正

④‘必要に応じて照
会

⑤紐付けを修正
したデータを連携

(bbb)B
A≠B

α＝A（aaa) α＝A（aaa)

A （bbb)

（３）マイナンバーと健康保険証の紐付け確認

①紐付け確認の対象とする被保険者について、本人確認情報の照会を実施。
②提供を受けた本人確認情報と被保険者のデータを照合する。
③紐付け誤りが疑われる被保険者のデータを医療保険者に通知する。
④紐付けを調査し、被保険者のデータを修正する。
⑤紐付けを修正したデータを連携し、対応完了。
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コンビニ交付・システム確認ヒアリングの結果と今後の対応策①
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J-LISによる今後の対応策

①自治体によるチェック体制等へのサポート、②自治体・事業者への誤交付事象の対応策の実施の要請等、③コンビニ交付に関する積極的
な情報発信

ヒアリング結果

※ 富士通Japanについては、誤交付事象発生後にそれぞれの工程に必要な対策を実施したことを確認。
※ 富士通Japan以外の事業者については、誤交付に直結するような課題はないことを確認。

①「設計」：対象の全事業者において設計レベルで別人の証明書交付に直結するような課題はなかったことを確認。より万全を期すため、望
ましい状態として、住基システム等の他のシステムからのデータ連携を定期的に全件チェックする仕組みの構築を自治体に要請。

②「試験」：対象の全事業者において必要な試験が実施されていることを確認。

③「保守・運用体制」：対象の全事業者の体制について未然にトラブルを防ぐ体制に課題はなかったことを確認。より万全を期すため、望ま
しい状態として、常時監視体制・高負荷状態の検知の仕組みの構築について自治体に要請。

ヒアリング実施

証明発行サービスを行っている市区町村が証明発行サービス関係業務を委託する事業者（７６社）に対して、原因分析から得られた観点を
踏まえ、事業者に対し、①「設計」・②「試験」・③「保守・運用体制」の各工程の状況を確認するためのヒアリングを実施。

原因分析

令和5年（2023年）において確認された、市区町村が提供するコンビニ交付サービスに係る証明発行システムの不具合を起因とする各種証
明書の誤交付事象について、統一的な観点に基づいた原因分析を実施。
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コンビニ交付・システム確認ヒアリングの結果と今後の対応策②

今般のJ-LISによるコンビニ交付・システム確認ヒアリングの結果に基づき、さらに安全・安定的にコンビニ交付サー

ビスを国民の皆様に提供する観点から、自治体がより望ましい状態でコンビニ交付サービスの実施に万全を期していた

だくため、J-LISとして以下の事項に取り組んでいきます。

国民の皆様にコンビニ交付を安心して利用していただくため、国や地方公共団体、関係事業者並びにJ-LISの対応策について広く

周知していきます。

① 自治体によるチェック体制等へのサポート

② 自治体・事業者への誤交付事象の対応策の実施の要請等

③ コンビニ交付に関する積極的な情報発信

自治体における証明発行システムが的確に整備・運用することができるよう、自治体における主体的なチェック体制を強化するた

めに以下の取組を実施します。

（１）自治体によるチェックのためのチェックシートの作成

（２）サービス提供開始時・定期のJ-LISによるチェック・サポート

（３）J-LISが提供する小規模団体向け共同コンビニ交付サービス導入の推奨

自治体、開発・運用事業者、運用事業者に対して、コンビニ交付・システム確認ヒアリング結果を報告するとともに、①の取組を

行うこと、自治体がより望ましい状態でコンビニ交付サービスの実施に万全を期していただくための取組の積極的な実施を関係省庁

と連携して要請します。

※詳細は次頁
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コンビニ交付・システム確認ヒアリングの結果と今後の対応策③

（１）自治体によるチェックのためのチェックシートの作成

自治体が開発・運用事業者等に対して主体的にチェックすることを基本とした上で、各自治体に

おけるチェック機能の向上を図る観点から、各自治体の証明発行システムについてシステム面・運
用面のチェックをする際に利用することができる次のチェックシートをJ-LISにおいて作成します。

（２）サービス提供開始時・定期のJ-LISによるチェック・サポート

以下の場合に、自治体はチェックシートを作成・J-LISに当該チェックシートを提出し、J-LISはそ

の事前チェックを行うこととします。その際、J-LISは、自治体や開発・運用事業者等から必要な情
報を入手しながら、自治体によるチェックシートの作成やチェック項目の確認について助言を行う
等のサポートを実施することとします。その後、チェック済みとなった自治体とのみ契約約款を締
結することとし、チェックが完了した後でなければサービス提供を開始できないようにします。

（ⅰ）自治体が証明発行システムを整備してコンビニ交付サービスを導入する際【チェックシート①・②・③】

（ⅱ）（ⅰ）の証明発行システムを改修する際【チェックシート①・②・③】

（ⅲ）（ⅰ）の証明発行システムについて3年に1回程度を想定【チェックシート③】

（３）J-LISが提供する小規模団体向け共同コンビニ交付サービス導入の

推奨

J-LISが運用する小規模団体向け共同コンビニ交付システムにより一元的な管理の下で安定的なコ

ンビニ交付サービスの提供を受けることができるため、このサービスへの移行を自治体に推奨して
いきます。

チェックシート①（設計）

自治体が開発事業者に対して、自治体の
証明発行システムのアーキテクチャーを
確認するためのもの

チェックシート②（試験）

自治体が開発事業者に対して、自治体の
証明発行システムが妥当なアーキテク
チャーの下で、かつ、十分な負荷をかけ
た状態においても正常に稼働することが
できるものか確認するためのもの

チェックシート③（保守・運用体制）

自治体が運用事業者に対して、自治体の
証明発行システムが適正に運用すること
ができるよう必要な監視体制を設けてい
るかなどを確認するためのもの

＜自治体チェック体制とJ-LIS支援フロー＞



令和元年改正後（デジタル手続法 令元法第16号）

マイナンバー法等を改正し、国外転出後も利用可能な「戸籍の附票」を個人認証の基盤として活用することで、国外転
出者によるカードの継続利用及び国外転出者に対するカードの交付が可能となった。一方、在外公館の事務については
整備されておらず、申請者（国外転出者）は、一時帰国し、戸籍の附票を備える市町村（本籍地市町村）に出頭して
カードの交付や記録事項の変更を行う必要があった。

前提
マイナンバー制度における個人認証の基盤は住民票の記載となっているため、住民基本台帳に記録されている者（＝
市町村の区域内に住居を有する住民）以外の者に対しては、マイナンバーカードを交付することができない。

令和５年改正後（マイナンバー法等改正法 令5法第48号）

① 在外公館に統合端末が設置されていない場合 → 本籍地市町村の統合端末を利用して手続を実施

（交付）
カードを交付するためには、統合端末を利用して交付前設定や暗証番号設定などをする必要がある。在外公館に統

合端末がない場合は、本籍地市町村においてこれらの処理をする必要があるので、J-LISで作成したカードは一度本
籍地市町村を経由させてから在外公館で申請者に引き渡す。

（カード記載・記録の変更）
カードの記載・記録を変更するためにも統合端末が必要なので、カードの記載・記録事項に変更が生じた場合は、

在外公館に提出されたカードを国内の本籍地市町村に送付し、本籍地市町村でカードの記載・記録を変更する。本籍
地市町村で変更の処理が済んだカードは在外公館に送り返され、在外公館において返還される。

② 在外公館に統合端末が設置されている場合（令和８年度以降） → 在外公館の統合端末を利用して手続を実施

（交付）
J-LISにより作成されたカードは直接在外公館に送付され、国内の交付と同様に申請者本人が暗証番号を設定し、

カードが交付される。

（カード記載・記録の変更）
国内の手続と同様に、在外公館に設置されている統合端末で変更の処理を行い、その場でカードを返還する。

マイナンバー法を改正し、在外公館において、マイナンバーカードの交付等が可能となった。在外公館におけるマイ
ナンバーカードの交付及び記載・記録事項変更の方法は以下の２パターンが考えられる。

マイナンバーカード・電子証明書の海外継続利用①

10



マイナンバーカード・電子証明書の海外継続利用②

○ 国外転出予定者は、住所地市町村で国外への転出届をする際に、マイナンバーカードを併せて提出する。
○ 住所地市町村では、提出を受けたマイナンバーカードの記載と記録を国外転出者向けに変更し、その場で返

還する。
○ 返還された国外転出者向けマイナンバーカードは、国外転出後も利用可能となる。

転出届
-------
-------
-------
-------

【転出予定日】
○年×月△日

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

国外転出予定者

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

国外転出 ○年×月△日

・券面に「国外転出 ○年×月△日」と追記。
・ＩＣチップ内の住所の記録を
「国外転出 ○年×月△日」に変更。

住所地市町村

国外転出
【国内仕様】 【国外仕様】

【国外仕様】

・e-Tax
・年金の現況届（オンライン）

等で活用

外 国
市町村職員
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⚫ 2021年10月20日から医療機関・薬局の窓口でマイナンバーカードの健康保険証利用の本格運用を開始

⚫ 2024年12月２日 現在の健康保険証廃止
※現在の健康保険証は、最長１年間利用可能。マイナ保険証を持っていない方には資格確認書を発行

⚫ 初回登録・カード更新の際は、J-LISのOCSPレスポンダへのアクセスがあるため、業務量の増加に備え、
OCSPレスポンダの増強を実施済み。

マイナポータル J-LIS

OCSPレスポンダ

初回登録
カード更新

初回登録

医療保険者等向け
中間サーバ

12

マイナンバーカードの健康保険証利用①
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厚生労働省
オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局・システムベンダ向け）より

マイナンバーカードの健康保険証利用②



マイナンバーカードの特急発行

申請を受け付けた日から最短5日でのカード発行・交付を実現するため、以下の仕組みを新設する。
①特急発行レーンの創設
②交付前設定/交付作業の集約化
①及び②を組み合わせることにより、申請から4日以内でカードの発送（局出し）までを実施する設計とする。
※「1万枚/日」を発行上限とする

対応概要

○特急発行レーンは、令和6年12月2日の健康保険証廃止に向け、主に保険証一体化後の新生児やカー
ド紛失、海外からの転入者への早期発行を目的として、通常発行とは別の発行レーンにより実施する。

○申請の対象者（1万人／日を上限）については、法令に基づき市区町村職員が判断し、住民の申し出
に基づき、市区町村職員によって特急発行専用のオンライン申請サイトから申請を行う。

〇また、現在市区町村の窓口において実施されている交付前設定・交付作業の集約化を併せて実施すること
で、最短5日での住民への発行・交付を実現する。

交付前設定 カード交付
市町村申請

特急発行
＋

交付集約

カード管理 カード発行拠点 カード交付拠点

交付前設定/交付
（自動処理）

：住民

：オペレーター（事業者）

窓口

審査

発行データ生成
（自動処理）

カード発行

住民に郵送

3日 1日 最短1日

申請～カード発送まで4日を目標

（業務処理のイメージ）
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顔認証マイナンバーカード
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・ 暗証番号の設定や管理に不安がある方の負担軽減のため、暗証番号の設定を不要とし、カードに搭載
された利用者証明用電子証明書を用いる際の本人確認方法を機器による顔認証又は目視による顔確認に
限定した「顔認証マイナンバーカード」を導入
※実印相当の効力を持つ署名用電子証明書は、暗証番号（6～16桁）の入力を顔認証又は目視で代替できないため搭載しない。

・ 希望する者を対象とし、本人又は代理人が市町村窓口で手続（※）を行う。
※カードの申請・交付のための来庁時に併せて実施。カードを取得済みの方については随時実施。

・ 通常カードから顔認証カード、顔認証カードから通常カードいずれの設定の切り替えも可能（即日対
応）

・ 医療機関等において外見上区別できるよう、カードの追記欄に「顔認証」と記載

・ 令和５年12月15日から受付開始

○利用できるサービス

・ 健康保険証としての利用。顔認証又は目視により確実な本人確認を行った上で、オンライン資格確
認のほか、本人の同意により特定健診等の情報や診療/薬剤情報の閲覧が可能（※）。

※公的個人認証法上、利用者証明用電子証明書の利用時に顔認証又は目視により本人確認を行うためには主務大臣の認可

が必要。現在、この認可を受けている者はオンライン資格確認を実施している社会保険診療報酬支払基金のみ。

・ 券面の顔写真や記載事項（４情報等）を用いた本人確認書類としての利用。

×利用できないサービス
・マイナポータル、各種証明書のコンビニ交付、その他のオンライン手続など、暗証番号の入力が必要
なサービスは利用できない。

顔認証マイナンバーカードで利用できる／できないサービス

概要



マイナンバーカードと運転免許証の一体化

申請者

一体化
カード

オンライン申請システム カード発行事業者 警察庁

一体化
カード

①運転免許情報の提供依頼

②運転免許情報の提供

③マイナンバーカードに運転免許情報を 記録

・運転免許情報再記録の申請
・免許情報記録番号の入力

＜対象者＞
旧カードに免許情報を搭載していた者

（参考）マイナンバーカード再発行時のフロー
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・ 令和４年４月に道路交通法が改正され、令和６年度末までに、マイナンバーカードと運転免許証の一
体化が行われることとなった。

・ 運転免許証を持つ者は、運転免許センター等において、運転免許情報をマイナンバーカードに記録す
ることにより、マイナンバーカードと運転免許証を一体化することとなる。一体化することにより、マ
イナンバーカードと運転免許証の２枚の持ち歩きが不要になることや住所変更の手続きがワンストップ
化されるなどのメリットがあります。

・ 機構においては、マイナンバーカードの再発行時において、旧カードに免許情報を搭載していた者に
ついては、新カードにおいても、運転免許情報を記録した状態で発行するために、システムの改修を
行っている。

概要



要求先
選択

市区町村
選択

取
引
開
始

待ち受け画面 交付要求先選択画面 暗証番号入力画面 受け取り画面

証明書一覧取得中画面 証明書選択画面

取
引
処
理

住所地市区町村選択画面

スマートフォンを
カードリーダーにかざす

※スマートフォンをカー
ドリーダーから外す

暗証番号
入力

スマホ用電子証明書によるコンビニ交付
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・ 令和５年５月より、電子証明書がスマートフォン（android端末）に搭載されることとなったことか
ら、コンビニ交付についてもスマホ用電子証明書が活用となるよう開発を行い、令和６年１月22日より
ローソン社、ファミリーマート社の全国の店舗（約30,000店舗）でサービスを開始した。

概要

利用実績
（通数）

12月 １月 ２月

コンビニ交付全体 2,392,275 2,658,810 2,376,427

内スマホ利用 132 482 571

スマホJPKI（かざし方式）によるコンビニ交付サービスのフロー



（参考）署名用電子証明書初期化・再設定コンビニ等事業者のサービス開始状況

（参考）署名用電子証明書初期化・再設定利用実績

No. 事業者名 サービス開始年月日

1 セブンイレブン 2022年2月8日

2 ローソン 2022年3月1日

3 イオンリテール（本州・四国の「イオン」「イオンスタイル」等） 2022年4月18日

4 イオン北海道、イオン東北、マックスバリュ西日本 2022年5月18日

5 ファミリーマート 2022年10月4日

R3年度 R4年度 R5年度

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

予約件数 18,285 3,295 2,696 2,155 2,522 2,563 2,653 3,167 7,239 21,332 15,110 27,351 50,150 8,860 9,308 9,524 8,468 9,491 19,023 17,962 21,492 36,493 23,070 

ロック解除
件数

17,129 2,832 2,226 1,809 2,094 2,161 2,237 2,793 6,326 18,784 13,855 24,724 44,504 7,846 8,144 8,332 7,444 8,373 16,705 15,802 18,831 32,246 21,292 

アプリDL件数 26,161 5,749 4,515 3,530 5,530 4,774 7,091 8,562 11,723 27,884 21,695 37,849 59,530 15,575 12,227 11,494 11,215 12,148 25,445 28,389 30,577 38,823 27,792 

コンビニにおける利用者証明用電子証明書の暗証番号初期化・再設定①
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・ 特別定額給付金のオンライン申請の開始時に、暗証番号の初期化・再設定手続が急増し、市町村の窓口が
非常に混雑したことを踏まえ、顔認証技術を活用したコンビニエンスストアでの署名用電子証明書の暗証番号
初期化・再設定のサービスを、令和４年２月８日よりセブンイレブンで開始した。

・ 利用者証明用電子証明書についても、コンビニでの暗証番号初期化・再設定のサービスが可能となるよう、
国が方針を示したことを受け、令和５年度開発を行ってきたところであり、現在 令和６年度上半期でのサー
ビスインを目指し、関係者との調整を行っている。

概要
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有効期限
利用者

証明用PIN

説明文
署名用PIN

説明文

※初期化を希望するPINの
ボタンを押下で専用ルートへ遷移する。

【６PIN初期化】
（既存）

分
岐
画
面

利用者証明用
予約の流れ

＋
署名用

入力理由

次へ

パスワード初期化予約の流れ

マイナンバーカードの
署名用パスワード
を入力してください。

次へ

次へ

【４PIN初期化】
新規開発

カードセット
説明文

パスワード
入力ミスの
注意喚起文

予約完了と
コンビニ等への
誘導説明文

アプリで予約後、
コンビニ等の端末でMNカードをかざして６PINを入力

→ 4PINの初期化・再設定が完了する

アプリ
追加開発部分

❺カードセット❹サービス選択 ❻6PIN入力
❼新4PIN入力

(初期化・再設定完了)

①
ア
プ
リ
操
作

②
キ
オ
ス
ク
端
末
操
作

❶6PIN入
力

❷カードセット

❸予約完了

４PIN初期化・再設定の手順（❶～❼）

コンビニにおける利用者証明用電子証明書の暗証番号初期化・再設定②
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【第五次LGWANの整備】
◎ 令和６年10月中頃の運用開始に向け、令和５年12月に構築等の事業者を決定し、令和５年12月から令
和６年３月にかけてガバメントクラウド接続に係る設計作業を実施しているところ。また、地方公共団体への第五
次LGWANに関する情報提供として、都道府県向けに「都道府県向け次期LGWAN連絡会」を随時開催し、市
町村向けに連絡会の内容を動画配信するとともに、メールによる質疑応答を行っているところ。

■ 第五次LGWAN ３つのポイント

① セキュリティ確保と利便性向上の両立

② 一層の安定運用

③ ガバメントクラウドとの接続

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

第五次LGWAN

第四次LGWAN

設計・構築 運用

運用
移行

■ スケジュール

【 LGWANを活用してガバメントクラウドに接続するメリット】
・ガバメントクラウドへ接続するアクセス回線や接続機器
（ルータ）を追加調達する手間がなくなる。
・ガバメントクラウドへ接続する回線について、仕様（二重化
設計等）の検討を行う手間がなくなる。
・ガバメントクラウドの利用開始後、接続回線や庁内に設置
する接続機器（ルータ）を監視する必要がなくなる。

30

第五次LGWANの整備



セキュリティ
確保が前提

LGWAN

地方公共団体

F
W

F
W

F
W

F
W

インターネット
接続系

LGWAN接続系
番号利用
事務系

利用端末

自治体
情報SC向

上PF

LGWAN-ASP

・無害化等＜現行＞
又は
・多重スキャン＋サンドボックス等
※ファイルの原本性が維持される手法として検討

インターネット

パブリッククラウドサービス

サービス

閉域接続
LGWAN-ASP

（中継）

（中継）

LGWANアクセス回線
(閉域)

LGWANアクセス回線
(閉域)

LGWANアクセス回線
(閉域)

サービス

電子契約サービス(注)

※立会人型で、電子契約書ファイルのアッ
プロードをLGWAN側に限定するものにつ
いて、無害化を省略。

済

閉域利用のサービス(注)

※外部との接続のないサービス等について、
無害化を省略。

閉域接続
LGWANアクセス回線

(閉域)

クラウド接続用DC

（LGWAN接続ルータ）
閉域接続

LGWAN-ASP
（中継）

（注）セキュリティ要件あり

※LGWAN-ASPをクラウド上に構築できるように
することを検討（コスト低減を期待）。

クラウド利用型
LGWAN-ASP (注)

・無害化等

無害化を不要に

無害化を不要に

規程改正による対応を検討

済

LGWANアクセス回線
(閉域)

LGWANの利便性向上施策として、パブリッククラウド上のサービスの利用が容易にでき
るよう、LGWAN-ASPに関する規程の見直しを行う。
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パブリッククラウド上のサービス（LGWAN-ASP）利用（利便性向上施策）



⃝ ガバメントクラウド利用通信について、当機構が ①中継ルータ を設置し、各地方公共体庁内～中継ルータ間は

②VPN 、中継ルータ～クラウド接続区間は ③VLAN で接続（地方公共体ごとの仮想回線）。

⃝ 中継ルータでは、複数の団体でグローバルIPアドレスを共用して効率的に接続。地方公共体庁内～中継ルータ間はグ
ローバルIPアドレスで、中継ルータ～ガバメントクラウド上のシステム間はプライベートIPアドレスで通信。

構成イメージ

R

R

R

R

キャリアDC

仮想ルータ

アクセス回線

アクセス回線

①中継ルータ

A市

B市

C市

アクセス回線

キャリア網サービス
（閉域:LGWAN）

番号利用事務系

LGWAN接続系

R

地方公共団体（A市）

LGWAN-ASPサービス

セキュリティ
ゲートウェイ

A市（クラウド内）

ガバメントクラウド

LGWAN接続系システム

番号利用事務系

LGWAN接続系

LGWAN接続系システム

標準準拠システム

クラウド接続サービス
（閉域:地方公共団体ごと）

②VPN（庁内～中継ルータ間） ③VLAN（中継ルータ～クラウド接続区間）

LGWANルータ
非IPsec接続IPsec接続

IPsec接続

R

標準準拠システム(番号利用事務系)利用通信

従来のLGWAN通信

プライベートIPアドレス

グローバルIPアドレス（JPNICから当機構(LGWAN)へ割り当済み）

標準準拠システム利用通信/LGWAN接続系システム利用通信（同一の仮想回線を利用）

LGWAN接続系システム利用通信

凡例
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LGWANを活用したガバメントクラウド接続の仕組み
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ガバメントクラウド運用管理補助者等の候補企業のご紹介

LGCS利用団体の運用管理補助者の選定を支援するため、ガバメントクラウド運用管理補助者・ネッ
トワーク運用管理補助者の候補となる企業をご紹介します。

• LGCS利用団体に対してガバメントクラウド運用管理補助やネットワーク運用管理補助業務を提供する企業（以下「協力企業」という）のリ
スト※をLGWAN接続団体へ提供を開始しました。

• LGCS利用団体は、企業リストを参考にしてガバメントクラウド運用管理補助やネットワーク運用管理補助業務の委託に必要な見積依頼
や問合せができます。

• 希望に応じて、協力企業へ団体の情報をお伝えすることも可能です。（企業側からの積極的な提案が欲しい場合 等）
• 詳細は、５月10日発出の通知文（地情機第3529号）及びLGWANポータルサイトにてご確認ください。

※ LGCSを利用する団体において、企業リストに記載の無い企業を運用管理補助者として選定いただいても問題ありません。（企業リストはLGCS利用団
体における運用管理補助の委託先事業者を限定するものではありません。）

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

Ｌ
Ｇ
Ｃ
Ｓ

中継
ルータ

LGWAN

接続ルータ

中継
ルータ

LGWAN 提供範囲
（ソフトバンク）

ネットワーク
運用管理補助者

庁舎側
ガバメントクラウド

ネットワーク運用管
理補助領域

ゲートウェイ

ASP

ASP

ASP運用管理

構成イメージ図

ガバメントクラウド
運用管理補助領域

ガバメントクラウド
運用管理補助者



基本方針

対策基準

実施手順

組織全体としてのセキュリティへの
取組指針、ビジョン

基本方針を実践するための
具体的な規則

具体的な手順書・
マニュアル

地方公共団体における情報
セキュリティポリシーに関するガイドライン

各地方公共団体で定める
情報セキュリティポリシー等

基本方針
（例文・解説）

対策基準
（例文・解説）

各地方公共団体は、
ガイドラインを参考に
しながら、自団体の情報
セキュリティポリシーを策定・
改定

政府機関等における情報セキュリティ対策や
地方公共団体におけるデジタル化の動向を踏まえ、

ガイドラインの適宜改定を実施 自団体の情報セキュリティポリシー等に基づき、
具体的な情報セキュリティ対策を実施

改定時期 主な改定内容・理由

平成30年９月
平成27年の日本年金機構における情報流出事案を受け、総務省から地方公共団体へ要請を行った「三層の対策」等の情報セキュリティの抜本的
強化策の内容を反映

令和２年12月
「三層の対策」の効果や課題、新たな時代の要請を踏まえ、セキュリティの確保と効率性・利便性向上の両立の観点から、情報セキュリティ対策の見
直しを実施し、その内容を反映

令和４年３月 令和３年７月の「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」の改定や地方公共団体のデジタル化の動向を踏まえた内容を反映

令和５年３月 地方公共団体情報システム標準化の動向を踏まえ、標準準拠システム等のクラウドサービス利用に関する情報セキュリティ対策の内容を反映

（参考）直近のガイドライン改定

総務省における地方公共団体の情報セキュリティ対策に対する支援

総務省は、地方公共団体の情報セキュリティ対策を支援するため、平成13年に情報セキュリティ対策の指針として「地方公共団体における情
報セキュリティポリシーに関するガイドライン」を策定し、技術的助言を行っている。その後も、政府機関等における情報セキュリティ対策の動向や地
方公共団体のデジタル化の動向等を踏まえながら適宜ガイドラインの改定を実施
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地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの
改定等に係る検討会における中間報告（抄）（令和6年3月25日公表）

✓ 今年度は以下の項目について議論し、方向性が固まったLGWAN接続系のローカルブレイクアウト（α ’ モデ
ル）と、令和５年度NISC政府統一基準群改定に関する対応について、早期に自治体の事務に資する観点か
ら、中間報告としてとりまとめる。

✓ 残りの検討項目については、来年度も継続して議論。

✓ Web会議等の目的で、業務端末からインターネット
経由で、特定のクラウドサービスを安全に利用するた
めの対策（アクセス制御等）をα‘モデルとして規定。

✓ β’移行の事例や移行にあたっての工夫を横展開す
ることで、β’モデルへの移行を推進する。

✓ 政府統一基準の改定内容に沿って、業務委託の
際に委託先に実施を求める対策の具体化、外部委
託に関する分類の見直し等を実施。

検討項目

LGWAN接続系のローカルブレイクアウト（α ’ 
モデル）の検討 / β’モデル 移行のための支援
方策の検討

令和５年度NISC政府統一基準群改定に関す
る対応

ガイドライン上の機密性分類と政府機関の機密性分類の
考え方の違いや具体例の追記

情報システムの品質管理の推進に関する対応

マイナンバー利用事務系と他の領域との画面転送要件の
検討
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α’モデルについて ～LGWAN接続系からローカルブレイクアウト～

➢ LGWAN接続系から外部のクラウドサービスに接続（ローカルブレイクアウト）するための、必要なセキュリティ対策をガイドライン

上で規定する。

➢ α’モデルのリスク評価を行い、評価結果を踏まえてガイドラインに必要なセキュリティ対策を規定する。

分割

(無害化通信)
分離

マイナンバー
利用事務系

庁内

自治体情報
セキュリティクラウド

高度なセキュリティ対策

(24時間365日監視)

ガバメントクラウド
マイナンバー利用事務系 Web会議等の

特定のクラウド
サービス

業務
端末

住民記録 戸籍 税

後期高齢 介護 国保

国民年金 福祉関連

ホームページ
管理

インターネット
メール

人事給与

文書管理

財務会計

LGWAN
メール

ファイル
サーバ

二要素認証

情報持出

不可設定

入札情報

インターネット接続系LGWAN接続系

LGWAN

LGWAN-ASP

インターネット空間

標準化20業務
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○ 自治体情報システムについて、原則、令和７年度（2025年度）末までに、標準準拠システムへの移行を目指す。
→（令和３年５月 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律 制定）

・維持管理や制度改正対応等に係る人的・財政的負担の軽減。
・地域の実情に即した住民サービスの向上、新たな行政サービスの迅速な全国展開等の実現。

※ 四捨五入の関係上、合計額が必ずしも一致しない

令和５年度補正予算計上額 ５，１６３億円（補正後：６，９８８億円）
これまでの予算額：１，８２５億円（うちR２第３次補正予算：１，５０９億円、R３第１次補正予算：３１７億円）

○ 全国の地方公共団体への経費調査の結果を精査した上で、全国の自治体が円滑かつ安全に標準準拠システムへ移行
することができるよう、所要の額を令和５年度補正予算に計上。令和6年3月に上限額を各自治体に提示済み。

○ 令和４年１月に２０業務（※）を標準化対象事務と位置づけ。

○ 令和４年度末までに、各業務の標準仕様書が作成されるなど、事業者が標準準拠システムの開発環境を整備。
○ 一方で、全国の自治体からは、財政支援の拡充について要望等があったところ。

標準化・共通化の取組概要

移行経費への財政支援の経緯

※ ２０業務（児童手当、子ども・子育て支援、住民基本台帳、戸籍の附票、印鑑登録、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、戸籍、就学、健康管理、
児童扶養手当、生活保護、障害者福祉、介護保険、国民健康保険、後期高齢者医療、国民年金）
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○ 全団体の移行経費に係る調査結果をベースに、統計学の専門家のレビューを受けながら、以下の項目を踏まえた

統計分析を行い、項目ごとの標準単価を算出する。団体ごとに標準単価を積上げた額（推計値）を踏まえ、

上限額等を設定する。

・ 人口

・ 団体区分（都道府県、指定都市、特別区、中核市、一般市、町村）

・ 現行システムの状況※1（ノンカスタマイズ、カスタマイズ、個別開発）

・ 現行システムの類型※2（オンプレミス、単独クラウド、自治体クラウド）

※1 自治体情報システムのクラウド化に関する取組状況等の調査から抽出（令和５年４月時点）

※2 PMOツール団体カルテから抽出（令和５年11月16日時点）

追加項目

既存項目

上限額等の設定に向けた統計分析

デジタル基盤改革支援補助金の上限額の設定
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実測値
との乖離額

団体
（乖離額の昇順）

実測値＜推計値となる団体

942団体

１σ ２σ

実測値 ＞推計値となる団体

846団体

乖離に留意が必要な団体※

乖離が大きい団体※

乖離が小さい団体※

１.5σ

乖離の
程度

実測値＜推計値 小さい 留意が必要 大きい

団体数 942団体 743団体 55団体 20団体 28団体

上限額・
上限額（仮）

実測値を上限額とする。

実測値の
95％

を上限額（仮）
とする。

実測値の
90％

を上限額
（仮）とする。

実測値の
90％以下
※推計値＋統計
上の許容値を上
限額（仮）とする。

94.2％ 4.2％ 1.6％

※ 統計上許容される乖離の程度（２σ）を踏まえ、乖離が２σ超の団体を「乖離が大きい団体」、
２σ～１σの団体を「乖離に留意が必要な団体」、１σ～０の団体を「乖離が小さい団体」とする。

上限額の設定と分析結果を踏まえた精査
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